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（３）研修 

①就労支援に係る研修の受講状況 

 就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修以外に、地域障害者

職業センターで行っている就業支援基礎講座の受講経験が高かった。 

 
【図表 3-25 研修の受講状況】 
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②就労支援に係る研修の受講希望 

 就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、就労

支援に関する専門的な支援スキル・技術や知識を習得する研修への希望が高かった。 

 
【図表 3-26 研修の受講希望】 
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第４章 第 1 号ジョブコーチ 
 

１．第１号職場適応援助者助成金認定法人 調査結果 

 

（１）法人の属性 

①法人の形態と従業員数 

 事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、社会福祉法人

が大部分を占め、100 人以上の規模の法人は約 4割であった。 

 
【図表 4-1 法人の形態】 （ｎ＝209）           【図表 4-2 法人の規模】 （ｎ＝208） 
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②法人が実施している事業とジョブコーチ配置事業 

  法人が実施している事業について質問したところ、ケアホーム等を実施している法人が４分

の３と最も多く、続いて就労継続支援Ｂ型、就労移行支援事業を実施していた。なお、その他

と回答をした中では、自由記述として、生活介護、自立訓練、地域活動センター等が多かった。 

  また、ジョブコーチを配置している事業所としては、就労移行支援事業が約３割と最も多く

なっていた。 

 
【図表 4-3 法人が実施している事業とジョブコーチ配置事業所（複数回答）】 
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③ジョブコーチ助成金認定法人になった時期 

  法人が第 1号職場適応援助者(ジョブコーチ)助成金の

認定法人になった時期について質問したところ、半数以

上が平成 17 年度上半期以前に認定法人となっていた。 

 

 

 

 

 

 
【図表 4-4 ジョブコーチ助成金認定法人になった時期】 

（ｎ＝208） 

 

 

 

（２）法人内で最も就労支援を行っている事業所の属性 

①事業所の従業員数 

  法人内で最も就労支援を行っている事業所について、

当事業所の平成 20 年 7 月 1 日現在の従業員数について

質問したところ、平均 23.2 人であり、そのうち就労支

援に携わっている人は就業支援担当者も含め、5.6 人、

ジョブコーチ養成研修修了者は 2.0 人であった。 
 

 

 

 

【図表 4-5 事業所の従業員数】 

（n=194） 

 
 

②事業所が実施している事業 

  法人内で最も就労支援を行っている事業所について、当事業所が行っている事業について質

問したところ、就労移行支援事業、就労継続支援Ｂ型、障害者就業・生活支援センター、ケア

ホーム等が約 3分の１程度であった。 

 
【図表 4-6  最も就労支援を行っている事業所が実施している事業（複数回答）】 （ｎ＝203） 
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③一般就労に向けた支援を開始した時期 

  一般就労に向けた支援を開始した時期について質問

したところ、平成１４年度以前に開始した事業所が 6割

以上であった。 

 
 

 

 

 

 

 

【図表 4-7 一般就労に向けた支援を開始した時期】 

 （ｎ＝204） 

  
 

④利用者の状況 
  平成20年7月1日現在

の利用者数について質問

したところ、平均 106.4

人であり、うち知的障害

者が約３分の２であった。 
 

 

 

 

【図表 4-8 利用者の状況】 

(n=194) 

 
 

（３）就労支援に関わる人材育成の方針 

  障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、また②今後の方針

を質問したところ、現在は、外部研修の受講促進が中心であるが、今後の方針としては、法人

内で研修を行ったり、人事異動により就労支援に必要な業務を経験させる方針であるとの回答

も多かった。 
 

【図表 4-9 人材育成の方針（複数回答）】 
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２．第１号ジョブコーチ 

 

（１）属性 

 ①基本属性 

  本人の性別・年代・最終学歴について質問したところ、男性が 200 人(56.7%)、女性が 153 人

(43.3%)で男性が６割弱おり、年代としては、30 代が多かった。最終学歴は、大学・大学院卒

が多かったが、就労支援員や就業支援担当者と比較すると、福祉系の専門学校・短大卒の者が

やや多かった。 

 
【図表 4-10 年代】(n=338)             図表 4-11 最終学歴】 (n=353) 
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②就業形態 

  本人の就業形態について質問したところ、正社員が７

割程度であった。 

 

 

 

 

 

  

 
【図表 4-12 就業形態】 

(n=353) 

 

③就労経験 

  これまでの就労経験について質問したところ、障害者支援については 5 年以上の経験を持つ

ものが 6割程度織り、また障害者の就労支援経験 5年以上の者が 4割程度いた。 

 
【図表 4-13 就労経験】 
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④ジョブコーチ養成研修時期と研修機関 

職場適応援助者養成研修の受講の時期と研修機関 

について質問したところ、ほとんどの者（300 人(93.0%)）

が高齢・障害者雇用支援機構で研修を受講していた。受

講の時期については、平成 17 年度までに受講した者が

約 4割いた。 

（参考：大臣指定による民間の研修は、平成 18 年度  

から開始） 

 

 

 
【図表 4-14 ジョブコーチ養成研修の受講時期】 

(n=354) 

  
 

 ⑤ジョブコーチ活動状況  

ジョブコーチと他の業務との兼任状況について質問したところ、専任は 16.2%であり、兼任

している者のうち、３～５割程度ジョブコーチ業務をしていると回答した者が最も多かった。 

 
 また、ジョブコーチとしての1ヶ月の稼働日数(最近3ヶ月の平均)について質問したところ、

下の図表のとおりばらつきが見られたが。 

 
【図表 4-15 ジョブコーチの兼任状況】（n=352）   【図表 4-16 ジョブコーチとしての月稼働日数】(n= 350) 
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なお、ジョブコーチの兼任状況別

に就業形態の関係を見たところ、専

任や兼任のうちジョブコーチ業務

が多い者ほど、正社員の率が低くな

っていた。 

 

 

 

 

 
【図表 4-17 ジョブコーチの兼任状況と 

就業形態】 
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